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第１章 食育推進計画の概要

第１章  食育推進計画の概要 

１．計画の趣旨 
食は、生きる上での基本であって、食育は、知育、徳育及び体育の基礎となるべき
ものであり、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得
し、健全な食生活を実践することができる人間を育てるものです。 
国においては、平成１７年に施行された食育基本法に基づき、食育に関する
施策を総合的かつ計画的に推進し、現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の 
生活と豊かで活力のある社会の実現に寄与することを目的とした食育推進基本  
計画が平成１８年に策定されました。 
本市では、平成２５年９月に名張市ばりばり食育条例が制定され、同条例に基づ
き、平成２７年３月に「名張市ばりばり食育推進計画」を策定しました。食育につい
ての基本理念を明らかにし、市民、事業者等との協働により、あらゆる機会及び  
場所を利用して、平成２７年から５年間、食育に関する取組を総合的かつ計画的に
推進してきました。食に関わる多くの人たちが食育の推進に取り組んできた結果、
市民をはじめ関係する各分野において食育に対する意識の高まりが見られるものの、
計画策定時の目標に達していない取組もみられます。 
そのため、これまでの活動と本市における食育の課題を踏まえ、引き続き食育に
関する取組を総合的かつ計画的に推進していくため、「第２次名張市ばりばり食育 
推進計画」を策定するものです。 

２．基本理念 
次に掲げる基本理念に基づき食育を推進します。 

（１）食が市民の心身の健康を保持増進し豊かな人間性の形成に資するとともに、自然
の恩恵及び食に関わる人々への感謝及び理解を深めること。 

（２）家庭における食育が健全な食習慣を確立する上で重要な役割を担うという認識
の下、家庭、学校、幼稚園、保育所（園）及び認定こども園、地域、職場その他
の食に関わるあらゆる機会と場所を利用して相互理解を深めること。 

（３）子どもたちに対し、心身の成長及び健康並びに人格形成に大きな影響を及ぼす 
ことから、食育の推進に積極的に取り組むこと。 

（４）伝統的な食文化及び地域特性を生かした食生活に配慮し、食料の生産者と消費者
の交流を図りながら、地産地消に取り組み、本市の産業振興、観光交流の促進  
及び農山村の活性化に資すること。 

（５）食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎である
ことから、食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供に努める 
こと。               
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第１章 食育推進計画の概要

３．計画の期間 

令和２（２０２０）年度 令和６（２０２４）年度の５年間とします。 

４．計画の位置付け 

名張市には、名張市総合計画「新・理想郷プラン」に基づいて様々な部門別計画が
定められています。本計画は、従来の部門別計画ではなく、教育、健康・福祉、産業
等が連携し合って策定する計画であり、併せて国、県の食育推進計画との整合性を  
図っています。 
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第２章 名張市の食に関する状況

第２章 名張市の食に関する状況 

１．人口・世帯の状況 
本市の人口は、平成２７年の国勢調査では７８，７９５人で、平成１２年の
８３，２９１人をピークに、その後、減少が続き、令和７年には平成２７年に比べ、
約５，０００人の減少となることが見込まれています。 

図１ 人口の推移 

※平成 12年、平成 27 年は国勢調査 
※令和 7年、令和 22年は国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成 30年 3月推計）より 

また、世帯数については、核家族化、単身世帯などの増加により今後も少人数の   
世帯が増加する傾向が続く見込みで、１世帯当たりの世帯人員の減少傾向が続いて  
います。 

図２ 世帯人員の推移 

※国勢調査（総務省統計局）「世帯人員の推移」（平成 27 年） 
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第２章 名張市の食に関する状況

本市の高齢者実態調査では、７０歳以上の一人暮らし及び７５歳以上のみの  
高齢者世帯は増え続けています。 

表１ 高齢者世帯の状況（直近5か年の推移） 

※名張市高齢者等実態調査より 

今後も、一人暮らしの高齢者の増加が見込まれており、孤食の防止につながる  
食環境の整備が必要です。 

２．健康の状況 
本市の国民健康保険被保険者を対象とした特定健康診査結果では、４０歳以上の  
肥満者の割合は、男性が平成２７年の２７.５％から平成３０年は３０.５％、女性が
平成２７年の２１.２％から平成３０年は２２.９％と増加の傾向がみられます。 

図３ ４０歳以上の肥満者の割合（直近5か年の推移） 

※名張市国民健康保険被保険者（40歳以上 75歳未満）が特定健診を受診したうち BMI25％以上の人の割合 

また、児童生徒の肥満の状況は、変動があるものの増加の傾向を示しており、  
特に中学生男子に著しい増加傾向がみられます。やせ傾向については、中学生   

（人）

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
増加率％

（H26-H30）

70歳以上の一人暮らし 1,706 1,814 1,895 2,071 2,238 131.2

75歳以上の高齢者世帯 1,686 1,882 2,040 2,309 2,513 149.1

合計 3,392 3,696 3,935 4,380 4,751

4
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女子が平成２７年の３.２％から平成３０年は２.１％と減少しています。 

図４ 肥満傾向（肥満度＋20％以上）の児童生徒の推移（直近5か年の推移） 

※学校健康状態調査（肥満度+20％以上の割合） 

図５ やせ傾向（肥満度-20％以下）の児童生徒の推移（直近5か年の推移） 

※学校健康状態調査（肥満度-20％以下の割合） 

肥満は生活習慣病の発症に大きく影響しており、子どもの頃からの肥満の改善に  
向けた食習慣・運動習慣等の生活習慣の見直しが必要です。 

名張市の６５歳以上の低栄養（※１）の人（ BMI１８.５以下 ）の割合は、平成３０
年は男性４.６％、女性８.７％であり、平成２７年からの４年間に有意な増減はみら
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第２章 名張市の食に関する状況

れないものの、一定数の低栄養の人がいることが分かります。高齢者は低栄養に陥
りやすい状況にあり、フレイル（※２）予防も視野に入れた取組が必要です。 

（※１）低栄養 
健康に生きるために必要な量の栄養素がとれていない状態 

（※２）フレイル 
高齢者の虚弱を表し、要支援・要介護の危険が高い状態のこと 

図６ 65歳以上健診受診者の低栄養の割合の推移（直近5か年の推移） 

※ヘルスサポートシステム「特定健診、後期高齢者の健診結果」 

３．食生活に関する状況 
朝食を食べている本市の児童生徒の割合は、小学６年生では平成３０年度

９３.３％、中学３年生では９２.０％となり、平成２７年度から減少傾向がみられま
す。小中学校やＰＴＡ連合会等が「早寝・早起き・朝ごはん」等の取組を実施してい
ます。今後も、その取組を継続するとともに、地域等と連携を図りながら進める必
要があります。 

図７ 朝食を食べている児童の割合（小学６年生）（直近５年の推移） 

※全国学力・学習調査（朝食を「毎日食べている」「どちらかといえば毎日食べている」と回答した割合） 
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図８ 朝食を食べている生徒の割合（中学３年生）（直近５年の推移） 

※全国学力・学習調査（朝食を「毎日食べている」「どちらかといえば毎日食べている」と回答した割合） 

また、「三重県民健康・栄養調査（平成２８年度）」によると、成人で朝食を欠食 
する人の割合は、男性の２０歳代、３０歳代、４０歳代で高く、女性の３０歳代、 
４０歳代で高くなっています。 

図９ 朝食欠食率 

※三重県民の健康・栄養の状況（平成２８年度） 

野菜摂取率は、男性２５８ｇ、女性２３２ｇであり、特に女性は若い世代ほど  
摂取量が低い傾向がみられ、目標量３５０ｇは達成できていません。 
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図１０ 野菜摂取量（男） 

※三重県民の健康・栄養の状況（平成２８年度）

図１１ 野菜摂取量（女） 

※三重県民の健康・栄養の状況（平成２８年度） 

食塩摂取量は、男性１０．５ｇ、女性９．０ｇであり、成人男性の目標量
８．０ｇ未満を達成している人は２７．８％、成人女性の目標量７．０ｇを達成して
いる人は２９．８％です。 
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図１２ 食塩摂取量（男）

※三重県民の健康・栄養の状況（平成２８年度） 

図１３ 食塩摂取量（女） 

※三重県民の健康・栄養の状況（平成２８年度） 

   健康な食生活のためには、野菜摂取量と食塩摂取量を目標量に近付ける取組が 
必要です。 
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４． 食を取り巻く状況 
本市の耕地面積の大半が水田で水稲が作付けされており、良質米「伊賀米」の  
産地となっています。野菜については、全体の耕地面積が少ないという制約や、  
担い手不足などの社会情勢の変化の中で生産は減少の一途をたどり、現在は、
多品目の野菜が小規模に栽培されている状況です。農業従事者数は、減少を続け、
昭和５０年の７，１１３人から平成２７年には、２，０２５人へと減少しています。 

図１４ 農家戸数と農業従事者数の推移 

※農林業センサス 

農業従事者：15 歳以上の世帯員のうち、１年間に自営農業に従事した者 

我が国は食料の多くを海外からの輸入に頼っている一方で、大量の食品廃棄物を
発生させ、環境への大きな負荷を生じさせていることから、食に関する感謝の念や
理解を一層深めることが重要であり、生産から消費までの一連の食の循環を意識し、
食品ロス（※３）の削減等、環境にも配慮した食育を推進する必要があります。 

食を取り巻く社会環境が大きく変化する中、食に関する価値観やライフスタイル
の多様化が進み、古くから培ってきた地域の伝統的な食文化の維持、継承が困難に
なっているところがあります。「和食 伝統的な食文化」は、ユネスコ無形文化遺産
に登録され、未来に残すべき財産として認められています。郷土料理、伝統食材、 
食事の作法等、日本の伝統的な食文化への関心と理解を深め、保護・継承していく  
ことが必要です。 

（※３）食品ロス 
    まだ食べられるのに廃棄されている食品 
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第３章 食育を推進する施策

  施策の構成図
第３章  食育を推進する施策

１．家庭における食育の推進

２．学校、幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等に

おける食育の推進

３．地域及び職場における食生活改善のための取組と

食文化の継承

４．生産者と消費者との交流及び地産地消における

食育の推進

（１）健やかな心と体を育む生活習慣の形成

（２）豊かな食生活を送るための望ましい食習慣の定着

（１）学校における食育の推進

（２）幼稚園・保育所（園）及び認定こども園等における食育の推進

（１）健康寿命の延伸に向けた取組

（２）食の安心・安全に関する取組

（３）食文化の継承に向けた食育の推進

（１）農林業体験を通じた取組

（２）生産者、食品関連事業者と消費者との交流に関する取組

（３）地産地消の取組

（４）観光交流の促進や農山村の活性化に関する取組

（５）食品ロス削減の取組
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第３章 食育を推進する施策

１．家庭における食育の推進 
子どものうちに、食に関する知識と理解を深め、自らの食を自らの判断で正しく選択
し、健全な食生活を確立することは、生涯にわたって健やかな心身と、豊かな人間性を
育むための基礎となります。また、家族が食卓を囲んで共に食事をとりながらコミュニ
ケーションを図ることは豊かな食育の原点であり、共食（トモショク）（※４）は食の   
楽しさを実感するだけでなく、食事のマナー等の食習慣の基礎を習得する機会にもなり
ます。 
社会環境が変化し、生活環境が多様化する中で、家庭における日々の食生活を見直す
とともに、食生活を含めた健やかな生活習慣を形成することができるよう食育を推進し
ます。 

（１）健やかな心と体を育む生活習慣の形成 
○朝食をとることや早寝早起きを実践することなど、子どもの健やかな生活習慣の形成
のため、「早寝早起き朝ごはん」の運動等を学校や地域等の協力を得ながら推進します。 
○妊娠期及び授乳期における望ましい食生活の実現のため、「妊産婦のための食生活 
指針」等を活用した栄養指導を行います。 
○「授乳・離乳の支援ガイド」に基づき、妊産婦や子どもに関わる多機関、多職種の
保健医療従事者が授乳及び離乳に関する基本的事項を共有し、妊娠中から離乳の完了
に至るまで、支援内容が異なることのないよう一貫した支援を推進します。 
○乳幼児健康相談や乳幼児健康診査等において、健やかな生活習慣の形成に向けた基本
的な生活や食習慣についての指導を行います。 

（２）豊かな食生活を送るための望ましい食習慣の定着 
○子どもが料理をする体験を通じて、望ましい食習慣を学び、食事を楽しむ機会を提供
する活動を進めます。 
○家族等と食卓を囲み、楽しく食事をし、コミュニケーションを図る「共食（トモショ
ク）」の推進に取り組みます。 
○食に関する学習や体験活動を通じて、家庭と地域等が連携した食育の推進を図ります。 

（※４）共食（トモショク） 
共食とは、一人ではなく、家族や友人など誰かと共に食事をすること。 
トモショクとは、共食の意味を込めながら、仕事と生活の調和の実現を推進すること。 
この計画では、共食をトモショクと読み、両方の意味を込めながら、「誰かと共に食事ができる豊かな食生活」を 
表します。 
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２．学校、幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等に 
おける食育の推進 

子どもの食生活をめぐる問題が大きくなる中で、学校、幼稚園、保育所（園）及び   
認定こども園等は、子どもの食育を進めていく場として大きな役割を担っています。 
学校、幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等の関係者はあらゆる機会を通じて積極
的に食育の推進を図り、生涯にわたって心身ともに健やかで豊かな人間性を育む基礎 
となる食育の推進に努めます。また、学校、幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等
での食育は、家庭の食育への良き波及効果をもたらすことが期待できるため、子どもが
食の大切さや楽しみを実感し、食事のマナーや挨拶習慣など食や生活に関する基礎の 
習得ができるよう、家庭や地域と連携しつつ取り組みます。  

（１）学校における食育の推進 
○各学校では食育担当者を位置付け、校内の食育推進体制を整えるとともに、学習指導
要領に基づき、学校で作成した食育全体計画・年間指導計画により食育を推進します。 
○給食や昼食の時間、家庭科・特別活動はもとより、各教科や道徳科、総合的な学習の
時間等を活用し、体験活動を取り入れながら食育を推進します。 
○肥満とやせが心身の健康に及ぼす影響など健康状態の改善に必要な知識を普及する
とともに、食物アレルギー等、食に関する健康課題を有する子どもに対しての個別相
談体制を充実させます。 
○効果的な食育推進を図るため、学校、家庭、地域、関係団体等が連携し、協力した
取組を推進します。 
○栄養教諭の専門性を活用する等、食に関する指導の充実に取り組み、家庭での食習慣
の定着が図られるよう、学校から家庭に食育に関する情報提供を行います。 
○食物アレルギー疾患を持つ児童に対しては、児童の実態を把握した上で、除去食対応
等安全な学校給食を提供します。 
○地場産物を学校給食の食材に活用したバリっ子給食を推進することで、名張の自然、
文化、産業等に対する児童の理解を深めるとともに、それらの生産等に携わる人たち
への感謝の気持ちを育みます。 
○学校給食において郷土料理等の伝統的な食文化を継承した献立を取り入れ、和食の 
継承を推進します。 
○中学校給食の実施に向けた取組を進めます。 

（２）幼稚園・保育所（園）及び認定こども園等における食育の推進 
○幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、
各幼稚園、保育所（園）及び認定こども園等で作成された食育計画に基づいて食育を
推進します。 
○自ら進んで食べようとする気持ちを育てるために、食べ物への興味や関心を高める 
活動を取り入れます。 
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第３章 食育を推進する施策

○自然の恵みとしての食材や、調理してくれた人への感謝の気持ちを育むよう努めます。 
○友達と楽しく食べられるよう、和やかな雰囲気づくりを心がけます。 
○地域の子育て家庭からの乳幼児の食に関する相談への対応や情報提供等に努める 
ほか、地域の関係機関等と連携しつつ、積極的に食育を推進します。 
○子どもの発育及び発達の過程に応じた食事の提供、食育の実施が行えるよう家庭や 
地域の協力を得ながら推進します。 
○給食献立には、旬の食材を活用し、様々な食材が味わえるようにするとともに、手作
りを心がけます。 
○保護者との連携を密にし、離乳食やアレルギー対応食など子どもの状況に応じた給食
の提供に努めます。また、給食試食会や献立表を通じて食に関する情報提供を行い 
ます。 
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第３章 食育を推進する施策 

３．地域及び職場における食生活改善のための取組と 
食文化の継承 

わが国は、世界有数の長寿国であり、さらに平均寿命の伸長が予想されており、健康
寿命の延伸の実現につなげるためには、生活習慣病の発症・重症化の予防や改善に向け
て、健全な食生活を実践することが必要です。 
また、健全な食生活の実践に当たっては、食品の安全性の確保は基本であり、食品の
安全性を始めとする食に関する知識と理解を深めるとともに、自分の食生活について、
自ら適切に判断し、選択していくことが必要です。 
四季折々の食材に恵まれた日本は、長い年月をかけて、地域の伝統的な行事や作法が
結びついた食文化を形成してきました。一方で食生活の多様化に伴い、地域の郷土料理
や伝統料理等の食文化が次世代に十分に継承されない傾向もみられます。そこで、地域
の食材を生かした郷土料理や伝統料理等、地域や家庭で受け継がれてきた料理や味、箸
使い等の食べ方・作法を受け継ぎ、地域や次世代に食文化が継承されるように、地域と
連携を図りながら取組を進めます。

（１）健康寿命の延伸に向けた取組 
○ ごはんを主食としながら、主菜・副菜に加え、適度に牛乳・乳製品や果物が加わった、
バランスのとれた「日本型食生活」の実践を促進します。 
○市内の高校等と連携をとり、「日本型食生活」の実践に向けた具体的な取組の情報提供
を行います。また、生徒・学生が自ら発信することで、情報拡散へとつなげる取組を
支援します。 
○健康づくりを推進する計画である「健康なばり２１計画」を通して、健全な食生活の
実践につながる取組を推進します。 
○歯と口腔の健康づくりの推進を目的とした「歯と口腔の健康づくり計画」と連動し、
食育を推進します。 
○低栄養予防やフレイル予防といった高齢者の活力を維持する食育を推進します。 
○栄養成分表示を活用し、自分に応じた食品を選択できることで、減塩や肥満予防等の
健康づくりを推進します。 
○地域で活動する食育の推進に関わるボランティア（「名張市食生活改善推進協議会」
「名張市ボランティア楽食会」等）の活動を支援します。 
○企業等と連携をとり、生活習慣病の予防及び改善や健康づくりにつながる健全な食生
活の実践に向けた取組を推進します。 
○まちじゅう元気!!リーダー、地域づくり組織等の様々な団体と、多様に連携、協働し、
自然に健康になれる食環境づくりに向けた取組を推進します。 

（２）食の安心・安全に関する取組 
○生産から消費までの食べ物の循環を意識し、健康な生活や環境に配慮した適切な「食」
の選択が行えるよう、食品の安全性に関する情報を提供します。 
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第３章 食育を推進する施策 

○国・県等と連携を図り、食の安心・安全確保のための情報提供を行います。 
○安全と健康を考えた食品選択の実行に向け、食品表示について周知を図る取組を支援
します。 

（３）食文化の継承に向けた食育の推進 
○料理教室や体験活動等に、郷土食や伝統料理を取り入れることにより、食文化の普及
と継承につなげます。 
○共食（トモショク）を通して、和食、食事のマナー等の食習慣が受け継がれていくよ
うに取組を支援します。 
○食品関連事業者等と連携し、名張の食文化の魅力の再発見に取り組みます。あわせて、
世界の食文化やフードダイバーシティ（食の多様性）についての理解を促します。 

16



第３章 食育を推進する施策

４．生産者と消費者との交流及び地産地消における食育の推進 
農林業体験は、自然と向き合いながら仕事をする農林業者が生産現場に消費者を招き、
一連の作業等の体験機会を提供することにより、自然の恩恵を感じ、食に関わる人々の
活動の重要性を認識する取組です。地域農産物に対する理解の向上や、健全な食生活へ
の意識の向上など、様々な効果が期待できます。 
地産地消の推進は、直売店や量販店での地場産物の販売、学校の給食、食品加工業で
の名張の農産物の利用等により、消費者は身近な場所で作られた新鮮な地場産物を入手
できるだけでなく、輸送に伴うCO の排出が少なくなることにより環境への負荷が小さ
くなり、地場産物を使った料理や地域の伝統料理に触れる機会も増えます。また、農林
業を身近に感じる機会が得られ「食」や「食文化」についての理解が深まることが期待
できます。 
食品ロスは、食品メーカー、卸売業、小売業、飲食店、家庭など様々な場所で発生し
ています。特に家庭から発生する食品ロス量は、全体の約半数を占めており、家庭での
食品ロスの削減に取り組むことは、生ごみ発生の抑制につながるだけでなく、家計に 
とってもメリットがあります。生ごみの減量化・資源化の促進及び食品ロス削減に向け
て、啓発活動等の取組の充実を図り環境に配慮した行動につなげます。 

（１）農林業体験を通じた取組 
○農山村地域の持つ特性や資源を活用し、農山村地域と都市住民との農林業体験等を 
通じた交流を支援します。 
○市民が、余暇、生きがい、教育、子育て、福祉等、様々な目的で「農」に触れ合う
ことができるよう、体験等の場の創出を図ります。 
○農林業作業体験希望者を受け入れている生産者の活動を支援します。 
○学校等での農林業体験学習や生産現場の見学学習の機会の充実を図ります。 

（２）生産者、食品関連事業者と消費者との交流に関する取組 
○名張の農産物やその生産活動などを広報誌、インターネットなどを活用し紹介します。 
○名張の農産物や加工品の即売会、マルシェ等のイベント開催の支援と情報発信を行い、
生産者と消費者との交流の機会を図ります。 
○食品関連事業者等は、消費者と接点を有していることから、食品関連事業者等が行う
健康に配慮した商品やメニューの提供、食に関する情報や知識の提供といった活動の
取組を支援します。 
○魅力的な名張ブランドの物産品を広く消費者に紹介します。 

（３）地産地消の取組 
○市内産農産物直売所と販売農家を支援し、市民へ地場産物を提供します。また、農産
物直売所等の情報を、直売所マップや広報誌、インターネットなどを活用し紹介  
します。 
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第３章 食育を推進する施策

○伊賀米、伊賀牛など名張産の品質の高い地場産物の市内での消費を促進します。 
○農産物の生産から加工、販売まで行う６次産業化の取組を支援します。 
○学校給食等に地場産物を積極的に使用します。 
○名張の農産物の情報や調理方法などを発信し、地場産物の消費につなげます。 

（４）観光交流の促進や農山村の活性化に関する取組 
○特産品である伊賀米、伊賀牛、地酒、ぶどう、お菓子などをはじめ、地元の「食」を
生かした観光資源の開発に取り組みます。 
○農山村地域の多様な主体が取り組む農地、農業用施設、里山等の整備や保全活動を 
支援します。 

（５）食品ロス削減の取組 
○イベントや環境学習等により、食品ロス削減の推進・啓発を行います。 
○小売店や飲食店等に対し、食品ロス削減の協力依頼を行います。 
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第３章 食育を推進する施策

目標値 

※目標値は総合計画で設定する目標値・目標年度を設定しています。 
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第４章 食育推進に向けた体制 

第４章 食育推進に向けた体制 

１．多様な関係者の連携・協働の強化 
食育に関連する施策を行っている主体は、名張市はもとより、教育、保育、社会福祉、
医療及び保健の関係者、農林漁業の関係者、食品の製造、加工、流通、販売、調理等の
関係者、その他の食に関わる活動等の関係者、様々な民間団体やボランティア等に至る
まで多様かつ多数となっています。 
 また、食育は幅広い分野にわたる取組が求められる上、様々な家族の状況や生活の多
様化といった食育をめぐる状況の変化を踏まえると、より一層きめ細やかな対応や食育
を推進しやすい仕組みづくりが重要になっています。 
 したがって、食育を推進する施策の実効性をこれまで以上に高めていくためには、 
食育に係る多様な関係者が、その特性や能力を生かしつつ、主体的に、かつ、互いが  
密接に連携・協働して、緊密なネットワークを築き、多様な取組を推進していくことが
極めて重要であり、その強化に努めます。 

２．積極的な情報提供 
食育は、個人の食生活に関わる問題であることから、子どもから成人、高齢者に至る
まで、市民一人ひとりによる理解と実践を促進することが何よりも重要です。 
このため、ライフステージのつながりを意識しつつ、生涯にわたって大切にしたい 
食育の取組について、様々な機会を活用し、積極的に情報提供を行います。 
また、「広報なばり」、市ホームページ、名張市公式 SNS(ソーシャル・ネットワーク・
サービス)を活用し、食育の取組を分かりやすく情報発信します。 

３．計画の進行管理 
この計画や食育の推進に関する施策を積極的に実施するため、庁内会議で実施状況を
把握し、名張市食育推進会議において、計画の推進に関し必要な事項について調査、  
審議するとともに、計画の進捗状況を確認し、効果等の評価を行います。また、状況の
変化により必要に応じて柔軟に施策や推進方法を見直すなど適切な計画の運用を行い
ます。 
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持続可能な開発目標（SDGs）と第２次名張市ばりばり食育推進計画

1 家庭における食育の推進

2
学校、幼稚園、保育所（園）及び
認定こども園における食育の推進

3
地域及び職場における食生活改善のための
取組と食文化の継承

4
生産者と消費者との交流及び
地産地消における食育の推進

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

関連するSDGs食育を推進する施策

２０１５年９月に国連の持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、経済・社会・環境をめぐる広範な課題について、
全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」世界の実現を目指す国際目標。
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資料編

資料編 

１．名張市ばりばり食育条例 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条―第12条） 
第２章 基本的施策等（第13条―第 18条） 
第３章 推進体制等（第19条―第 22条） 
附則 

名張市は、自然に恵まれた地域であり、万葉の時代から続く農山村地帯が広がり、  
豊かな自然環境の下で生産される食料を基本に生活を営み、伊賀米、伊賀牛、伊賀酒、
ぶどうなどの特産品の食文化も発展させながら、郷土の食文化を引き継いできました。 
食は、命の源であり、人が生きていくためには欠かせないものです。生涯にわたって
健康で心豊かな暮らしを実現するためには何よりも食が重要です。食は、生きる上での
基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となります。 
しかし、近年、ライフスタイルや価値観が著しく変化する中、食生活やこれを取り巻
く環境も変わってきています。栄養の偏り、不規則な食事等に起因する生活習慣病等の
増加、過度の痩身志向などの問題に加え、食の安全、食の海外依存、伝統的な食文化の
衰退など様々な問題が生じています。 
こうした食をめぐる環境の変化の中、私たち一人ひとりが、自然の恩恵や食に関わる
人々の活動への感謝の気持ちと理解を深めるとともに、様々な経験を通じて食に関する
知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を営む能力を培うために食育を推進して
いくことが極めて重要な課題です。 
特に子どもへの食育は、健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育んでいく基礎とな
るものです。 
ここに本市は、食育についての基本理念を明らかにし、市民、事業者等との協働によ
り、あらゆる機会及び場所を利用して、食育に関する取組を総合的かつ計画的に推進 
するため、この条例を制定します。 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 この条例は、名張市（以下「市」という。）の食育推進に関する基本理念を定め、
市の責務並びに市民、教育関係者、福祉関係者、医療関係者、農林水産業者及び食品
関連事業者の役割を明らかにするとともに食育の推進に関する施策の基本となる事
項を定めることにより、市民一人ひとりが食を正しく学び、地域の特性を生かした食
育を実践し、健康で文化的な市民生活と活力ある市の実現に資することを目的とする。 
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（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ
による。 
(１) 名張のめぐみ 名張の豊かな自然環境の中で生まれ、受け継がれてきた食材、  
環境及び人材をいう。 
(２) 食 安心安全な食生活並びに食材の生産、製造、加工、流通、調理、廃棄及び
衛生に至る広範囲な事象をいう。 
(３) 食育 様々な経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な 
食生活を実践することにより、名張のめぐみを通して心身の健康を保持増進し豊かな 
人間性を育むことをいう。 
(４) 地産地消 地域で生産された農林水産物及び加工品を、地域で消費することを 
いう。 
(５) 市民 住民登録にかかわらず、市内に住む人、市内で働く人、市内で学ぶ人を  
いう。 
(６) 教育関係者 教育に関する職務に従事する者及び教育に関する団体をいう。 
(７) 福祉関係者 保育、介護その他の社会福祉（以下「福祉等」という。）に関する   
職務に従事する者及び福祉等に関する団体をいう。 
(８) 医療関係者 医療に関する職務に従事する者及び医療に関する団体をいう。 
(９) 農林水産業者 農業（畜産業を含む。）、林業及び水産業（以下「農林水産業」と
いう。）を営む者並びに農林水産業に関する団体をいう。 
(10) 食品関連事業者 食品の製造、加工、流通若しくは販売又は食事の提供（以下 
「食品関連事業」という。）を行う事業者及び食品関連事業に関する団体をいう。 
（基本理念） 
第３条 市及び市民並びに教育関係者、福祉関係者、医療関係者、農林水産業者、食品
関連事業者その他食育に関わるものは、食育基本法（平成 17 年法律第 63 号。以下
「基本法」という。）及び次に掲げる基本理念に基づき食育を推進する。 
(１) 食が市民の心身の健康を保持増進し豊かな人間性の形成に資するとともに、自然
の恩恵及び食に関わる人々への感謝及び理解を深めること。 
(２) 家庭における食育が健全な食習慣を確立する上で重要な役割を担うという認識の
下、家庭、学校、幼稚園、保育所、地域、職場その他の食に関わるあらゆる機会と場所
を利用して相互理解を深めること。 
(３) 子どもたちに対し、心身の成長及び健康並びに人格形成に大きな影響を及ぼす 
ことから、食育の推進に積極的に取り組むこと。 
(４) 伝統的な食文化及び地域特性を生かした食生活に配慮し、食料の生産者と消費者
の交流を図りながら、地産地消に取り組み、本市の産業振興、観光交流の促進及び農山
村の活性化に資すること。 
(５) 食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎であるこ
とから、食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供に努めること。 
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（市の責務） 
第４条 市は、基本理念にのっとり、食育の推進に関する総合的な施策を策定し、
これを計画的に実施するものとする。 
２ 市は、食育の推進に当たっては地域の特性を生かした施策の普及啓発に取り組み、
市民等の理解を得るよう努めるものとする。 
（市民の役割） 
第５条 市民は、基本理念にのっとり、食に関する知識を深めるとともに、食に関わる
あらゆる機会と場所において、自ら健全な食生活を実践するよう努めるものとする。 
（教育関係者の役割） 
第６条 教育関係者は、基本理念にのっとり、食に関するあらゆる機会と場所を利用 
して教育の分野において積極的に食育の推進に努めるものとする。 
（福祉関係者の役割） 
第７条 福祉関係者は、基本理念にのっとり、食に関するあらゆる機会と場所を利用 
して福祉等の分野において積極的に食育の推進に努めるものとする。 
（医療関係者の役割） 
第８条 医療関係者は、基本理念にのっとり、食に関するあらゆる機会と場所を利用 
して医療の分野において積極的に食育の推進に努めるものとする。 
（農林水産業者の役割） 
第９条 農林水産業者は、基本理念にのっとり、安心かつ安全な食料の提供の重要性を
認識し、農林水産業に関する様々な体験機会の提供等その他の活動を通じて消費者と
の交流を図ることにより、自然の恩恵及び食に関わる人々の活動の重要性について 
市民の理解が深まるよう積極的に食育の推進に努めるものとする。 
（食品関連事業者の役割） 
第 10 条 食品関連事業者は、基本理念にのっとり、安心かつ安全な食品の提供の重要
性を認識し、食品に関する幅広い情報の提供、体験機会の提供等食品関連事業の活動
に関して自主的かつ積極的に食育の推進に努めるものとする。 
（国県等との連携） 
第 11条 市は、国、県等と連携して、食育の推進に努めるものとする。 
（財政上の措置） 
第 12 条 市は、食育の推進のために、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるもの  
とする。 
第２章 基本的施策等 

（家庭における食育の推進） 
第 13 条 市は、家庭における食育を推進するため、情報等の提供により、市民の
健全な食習慣の確立がなされるよう努めるものとする。 
（学校、幼稚園及び保育所における食育の推進） 
第 14条 市は、学校、幼稚園及び保育所（以下「学校等」という。）における効果的な
食育の推進を図るため、食に関する指導内容及び指導体制を充実するよう努めるもの
とする。 
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２ 市は、子どもたちの心身の成長や健康の保持増進を図るため、食と健康に関する 
知識を更に高めるとともに、教育の一環として食料の生産から消費に至るまでの食に
関する様々な体験活動を積極的に行うよう努めるものとする。 
（地域及び職場における食生活改善のための取組の推進） 
第 15 条 市は、地域及び職場において食生活の改善を促進し、生活習慣病を予防して
健康を増進するため、食育の専門的知識を有する者の養成及び活用並びに医療関係者
等による食育の普及、啓発活動の推進等がなされるよう努めるものとする。 
２ 市は、食に関する活動を行う民間の団体の力並びに高齢者の知識及び経験を積極的
に生かし、食育の推進が図られるよう努めるものとする。 
（生産者と消費者との交流） 
第 16 条 市は、生産者と消費者との交流の促進等により、両者の相互理解が深まり  
信頼関係が構築されるよう努めるものとする。 
２ 市は、自然の恩恵及び食に関わる人々への感謝の念並びに食べ物を大切にする心が
育まれるとともに、地域の活性化並びに環境と調和のとれた食料の生産及び消費が 
行われるよう努めるものとする。 
（地産地消の促進） 
第 17 条 市は、あらゆる機会と場所を利用して地域で生産された安心かつ安全な農産
物の利用の促進が図られるよう努めるものとする。 
（食文化の継承） 
第 18 条 市は、地域の特色ある伝統的な食文化の継承を推進及び発信し、これらの  
食文化が引き継がれるとともに観光交流の一助となるよう努めるものとする。 
第３章 推進体制等 

（食育推進計画） 
第 19 条 市は、基本法第 18 条第１項の規定により、食育の推進に関する施策の総合
的かつ計画的な実施を図るため、名張市食育推進計画（以下「推進計画」という。）を
策定するものとする。 
２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
(１) 食育の推進に関する施策についての基本的な方針 
(２) 食育の推進の目標に関する事項 
(３) 市民等が行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項 
(４) 前３号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施
するために必要な事項 
（食育推進会議） 
第 20 条 市長は、基本法第 33 条第１項の規定により、食育の推進に関する施策を  
積極的に実施するため、名張市食育推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 
２ 推進会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議する。 
(１) 推進計画の策定及び実施に関すること。 
(２) 前号に掲げるもののほか、食育に係る施策の推進に関すること。 
３ 推進会議は、委員 20名以内をもって組織する。 
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４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
(１) 学識経験者 
(２) 関係団体等の者 
(３) 教育関係者 
(４) 市民 
(５) その他市長が必要と認める者 
５ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の  
補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
６ 推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
７ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 
８ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その  
職務を代行する。 
（報告等） 
第 21 条 市長は、推進計画を作成し、又は変更したときは、その要旨を議会に報告  
しなければならない。 
２ 市長は、毎年、食育の推進に関する施策の実施状況を議会に報告するとともに、  
これを公表しなければならない。 
（委任） 
第 22条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
この条例は、平成 26年４月１日から施行する。 
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２．名張市食育推進会議委員名簿 

  氏名 所属 

会長 磯部 由香 三重大学教育学部 

副会長 松本 卓也 伊賀歯科医師会 

委員 森本 恵利子 三重県地域活動栄養士連絡協議会 

委員 高瀬 順子 名張市食生活改善推進協議会 

委員 石本 公子 名張市ボランティア楽食会 

委員 辻森 保蔵 地域づくり組織代表者会議 

委員 細川 智之 名張市保育所（園）・認定こども園保護者会連絡協議会 

委員 中野 昇 名張市ＰＴＡ連合会 

委員 宮下 健 名張市老人クラブ連合会 

委員 吉井 正男 伊賀食品衛生協会 

委員 藤田 佳代子 伊賀ふるさと農業協同組合 

委員 井ノ上 益升 名張商工会議所 

委員 鯖戸 雅晴 名張市八幡工業団地管理組合 

委員 小山 和吉 名張市商店会連合会 

委員 井田 彩也佳 伊賀保健所 

委員 福島 雅一 名張市小中学校長会 
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３．名張市食育推進庁内連絡会議設置要領 

（趣旨） 
第１条 この要領は、名張市ばりばり食育条例による食育推進計画を策定するため、
関係する庁内各部署の関係者による名張市食育推進庁内連絡会議（以下「庁内連絡
会議」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとする。 
（所掌事務） 
第２条 庁内連絡会議は、 名張市の食育を推進するための計画策定及び進捗管理 
に関することを所掌する。 
（組織） 
第３条 庁内連絡会議は、次に掲げる委員をもって組織する。 
（ １ ）福祉子ども部 理事（健康支援推進担当） 
（ ２ ）福祉子ども部 医療福祉総務室長 
（ ３ ）福祉子ども部 介護・高齢支援室長 
（ ４ ）福祉子ども部 健康・子育て支援室長 
（ ５ ）福祉子ども部 子ども家庭室長 
（ ６ ）福祉子ども部 保育幼稚園室長 
（ ７ ）地域環境部  地域経営室長 
（ ８ ）地域環境部  人権・男女共同参画推進室長 
（ ９ ）地域環境部  環境対策室長 
（１０）市民部    市民相談室長 
（１１）産業部    農林資源室長 
（１２）産業部    商工経済室長 
（１３）産業部    観光交流室長 
（１４）教育委員会  教育総務室長 
（１５）教育委員会  学校教育室長 
（１６）教育委員会  文化生涯学習室長 
（会長及び副会長） 
第４条 庁内連絡会議に会長１名及び副会長２名を置く。 
２ 会長は、福祉子ども部理事をもって充て、副会長は、農林資源室長、学校教育
室長をもって充てる。 
３ 会長は、庁内連絡会議を代表し、会務を総理する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その
職務を代理する。 
（会議） 
第５条 庁内連絡会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明又は意
見を聴くことができる。 
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（庶務） 
第６条 庁内連絡会議の庶務は、健康・子育て支援室において行う。 
（雑則） 
第７条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 
  附 則 
 この要領は、平成２６年５月８日から施行する。 
  附 則 
 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 
  附 則 
 この要領は、平成３０年６月１日から施行する。 
  附 則 
 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
附 則 

 この要領は、令和元年７月１日から施行する。 
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４．名張市食育推進庁内連絡会議名簿 

所     属 氏 名 

1 

福祉子ども部 

福祉子ども部理事 西嶌 知子 

2 医療福祉総務室長 宮崎 正秀 

3 介護・高齢支援室長 西山 正彦 

4 健康・子育て支援室長 山崎 美穂 

5 子ども家庭室長 福地 さおり 

6 保育幼稚園室長 山岡 尚子 

7 

地域環境部 

地域経営室長 北森 洋司 

8 人権・男女共同参画推進室長 山口 浩司 

9 環境対策室長 海野 隆広 

10 市民部 市民相談室長 中川 紀代美 

11 

産業部 

農林資源室長 岩本 靖之 

12 商工経済室長 福田 浩士 

13 観光交流室長 山下 光彦 

14 

教育委員会 

教育総務室長 大西 哲 

15 学校教育室長 山村 浩由 

16 文化生涯学習室長 宮前 浩幸 
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５．策定過程          
年 月 日 内 容

平成３１年
３月２６日 名張市食育推進会議 

・委員委嘱、計画概要等について
４月２５日 第１回庁内連絡会議 

・基本施策について
令和元年
５月２４日 第２回庁内連絡会議 

・施策の展開について
６月２８日 第３回庁内連絡会議 

・骨子案について
７月１１日 名張市食育推進会議 

・骨子案の説明及び意見聴取
８月２６日 第４回庁内連絡会議 

・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）について
９月１２日 名張市食育推進会議 

・素案の説明及び意見聴取
１０月１７・２５日 主管室長会議・庁議 

・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）に係るパブリック
コメントの実施について

１１月１２日 教育民生委員会協議会 
・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）に係るパブリック
コメントの実施について

１１月１８日 
１２月１７日

素案に関するパブリックコメントを実施 

１２月２６日 名張市食育推進会議 
・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）に係るパブリック
コメント意見募集結果について 
・第２次名張市ばりばり食育推進計画（案）について

令和２年
１月９・１６日 主管室長会議・庁議 

・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）に係るパブリック
コメント意見募集結果及び計画（案）について

２月７日 教育民生委員会協議会 
・第２次名張市ばりばり食育推進計画（素案）に係るパブリック
コメント意見募集結果及び計画（案）について
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〒518-0492 三重県名張市鴻之台１番町 1番地

ＴＥＬ 0595-63-6970 
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